
















　日本の 2015 年度の産業廃棄物排出量は約 3.91 億トンである。前年度と比較し約 200 万トン減
少した。しかし，同年度の産業廃棄物処理施設の新規許可件数が 22 件にとどまり，前年比約
21％減少した。焼却炉や最終処分場など処理施設の確保の困難さが浮き彫りになった（1）。























































































　　 a. 粗鋼生産量（単位：万トン），b. 廃棄物最終処分量（単位：万トン），c. 副産物発生量（単
位：万トン）
　主な財務データは，以下のとおりである。
　　 a. 産業廃棄物対策費用額（単位：億円），b. 産業廃棄物処理設備投資額（単位：億円）
　粗鋼生産量との対応関係を明確にするために，本稿で取り扱うすべてのデータは「JFE スチー
ル」単体のものを用いる。分析データの集計対象期間は，2011～2015 年度の 5 年間である。集
計範囲は，以下のとおりである。





多種な副産物を発生させるという特性を持っている。たとえば，「JFE スチール」は，粗鋼 1 ト







　図表 4.2.1 は，「JFE スチール」の廃棄物最終処分量，粗鋼 1 トンあたりの廃棄物最終処分量お
よび対 2011 年度比の経年変化を示している。
?? ??????「JFE スチール」廃棄物最終処分量と粗鋼生産量の推移
指標 / 年度 2011 2012 2013 2014 2015
A：廃棄物最終処分量（万トン） 3.8 2.3 2.1 2.9 4.2
B：粗鋼生産量（万トン） 2,690 2,800 2,870 2,840 2,740
C：粗鋼 1 トンあたりの廃棄物最終処分量（kg）= A/B 1.41 0.82 0.73 1.02 1.53
D：対 2011 年度比（%） 100 58 52 72 134
出所：「JFE スチール」『CSR 報告書』2011 ～2015 年度版のデータに基づいて作成
　図表 4.2.1 から，以下の特徴が見られる。
　まず，「JFE スチール」の廃棄物最終処分量は，2011 年度の 3.8 万トンから 2013 年度の 2.1 万
トンに減少し改善したのち，2015 年度に 4.2 万トンに増加し逆戻りしたことが分かった。
　次に，粗鋼生産量の経年変化を考慮した環境負荷集約度の指標である「粗鋼 1 トンあたりの産
業廃棄物最終処分量」は，2011 年度の 1.41 kg から 2013 年度の 0.73 kg までに減少し改善したの














指標 / 年度 2011 2012 2013 2014 2015
A：副生物発生量（万トン） 1,500 1,500 1,500 1,520 1,460
B：粗鋼生産量（万トン） 2,690 2,800 2,870 2,840 2,740
C：粗鋼 1 トンあたりの副生物発生量（kg）= A/B 558 536 553 535 533
D：対 2011 年度比（%） 100 96 99 96 95
出所：「JFE スチール」『CSR 報告書』2011 ～2015 年度版のデータに基づいて作成
　図表 4.3.1 から，以下の特徴が見られる。
　まず，「JFE スチール」の副産物発生量が，分析対象期間の 5 年間ではほぼ横ばいしているが，
特に，2015 年度に大きく減少した。粗鋼生産量の経年変化を考慮した環境負荷集約度の指標で
ある「粗鋼 1 トンあたりの副産物発生量」は，2011 年度の 558 kg から 2015 年度の 533 kg まで
に減少し改善した。このことから，副産物の環境負荷集約度が 5% 以上の改善が実現したことが
わかる。




指標 / 年度 2011 2012 2013 2014 2015
副生物再資源化率（%） 99.7 99.8 99.9 99.8 99.7
最終処分量（万トン） 3.8 2.3 2.1 2.9 4.2
最終処分率（%） 0.3 0.2 0.1 0.2 0.3




　図表 4.4.1 は，「JFE スチール」の資源循環関連の対策投資と費用額（19），粗鋼生産 1 トンあた





指標 / 年度 2011 2012 2013 2014 2015
A：資源循環関連対策投資額（億円） 3 3 1 0.1 0.4
B：資源循環関連対策費用額（億円） 44 47 45 54 52
C：粗鋼生産量（万トン）= A/B 2,690 2,800 2,870 2,840 2,740
D：粗鋼 1 トンあたりの対策費用額（円） 16.4 16.8 15.7 19.0 19.0
E：産業廃棄物最終処分量（万トン） 3.8 2.3 2.1 2.9 4.2
F：産業廃棄物最終処分量 1 トンあたりの対策費用額（円） 11,579 20,435 21,428 18,620 12,381
出所：「JFE スチール」『CSR 報告書』2011 ～2015 年度版のデータに基づいて作成
　図表 4.4.1 から，以下の特徴が見られる。
　まず，「JFE スチール」の産業廃棄物処理費用額が，2011 年度の 44 億円から 2015 年度の 52
億円に，約 8 億円増加したことが分かった。
　粗鋼生産量の経年変化を考慮した「粗鋼生産 1 トンあたりの対策費用額」が，2011 年度の
16.4 円から 2015 年度の 19.0 円に約 16% 高騰した。また，廃棄物最終処分量の経年変化を考慮し
た「廃棄物 1 トンあたりの対策費用額」が，2011 年度の 11,579 円から 2015 年度の 12,381 円に
増加し，約 7% 高騰したことがわかった。




廃棄物の環境負荷集約度が 2011 年度水準（粗鋼 1 トンあたりの産業廃棄物最終処分量が約
1.41 kg）に停滞していると仮定した場合の対策費用の増加額を試算した。2011～2015 年度の産
業廃棄物対策費用の増加額は，2012 年度約 32 億円（20），2013 年度約 42 億円，2014 年度約 20 億
円，2015 年度約－5 億円，4 年間の合計が約 89 億円増の試算であった。つまり，この 89 億円増
の試算額を産業廃棄物対策費用の節約とみなす場合は，対象期間の産業廃棄物にかかわる設備投
資額の合計額 7.5 億円（21）よりも約 81.5 億円多いと計算できる。すなわち，「JFE スチール」の産
業廃棄物対策は，副産物および産業廃棄物の環境負荷集約度を改善し，産業廃棄物最終処分にか
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  粗鋼 1 トンあたりの産業廃棄物最終処分量（2011 年度値）×粗鋼生産量（2012 年度値）×産業廃
棄物 1 トンあたりの対策費用（2012 年度値）－産業廃棄物処理コスト総額（2011 年度値）
  2012 年度の廃棄物対策費用の増加額の試算例：1.41 kg × 2,800 万トン× 20,435 円－47 億円≒ 32
億円
（21） 「JFE スチール」の 2011～2015 年度の産業廃棄物処理関連の設備投資額はそれぞれ，2011 年度 3
億円，2012 年度 3 億円，2013 年度 1 億円，2014 年度 0.1 億円，2015 年度 0.4 億円であった。
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